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2015年11月26日	

「開発革新：知っておかないと困るニアショア開発の最前線」 
～派遣法改正やエンジニア単価動向を知り、変化に対応する～ 
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一般社団法人日本ニアショア開発推進機構について 

法人名 
一般社団法人日本ニアショア開発推進機構 
 
主要メンバー 
　　代表理事：小林 亮介　理事：近江 淳　 
　　アドバイザリーボード：今岡 朋史（元A.Tカーニー プリンシパル） 
 
所在地 
東京都千代田区丸の内2-2-1 岸本ビルヂング6F 
 
理念 
　日本のシステム開発・運用のあり方を再定義する。 
 
ミッション 
　ニアショア開発を推進することにより、新たな付加価値を創造し、 
　あわせて地方経済活性化を実現する。 
 
 
事業概要 
（１）ニアショア開発の啓蒙活動 
（２）ニアショア開発における知見の提供 
（３）一般企業と地方のシステム開発会社向けセミナー、情報交換会の開催 
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官庁・各都道府県 
との連携 
 
 

各種イベントの開催 

事業概要 

認定 
ニアショア 
ベンダー制度
の運営 

発注企業向け 
発注支援 

（マッチング） 

ニアショア 
アソシエーシ
ョンの運営 

 

審査・認定付与業務の実施 
認定ガイドラインの作成・メンテナンス 

広報活動 
ITに関する相談・問い合わせ受付 

発注先の紹介 
調達戦略策定支援 

ニアショアベンダー交流会の実施 
各種セミナー・勉強会の実施 
ニアショア関連情報提供 

発注企業 
各エリア 
システム 
開発会社 
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アジェンダ 

 
 
 
 
 
 
 
■システム開発業界を取り巻く外部環境編 
 
 
　　　　　　　　　 
■ニアショア開発が注目を集める理由 
 
 
 
 
 

「開発革新：知っておかないと困るニアショア開発の最前線」 
 
～派遣法改正やエンジニア単価動向を知り、変化に対応する～ 
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　　　　　　　外部環境編 
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大型案件の進行 

2014　    2015  　　 2016   　　2017   　　2018  　 2019   　2020    

みずほ銀行次期勘定系システム構築 

日本郵政システム刷新 

マイナンバー 

東京電力（持ち株会社移行） 

大型案件が目白押し 
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大型案件の進行 

みずほ銀行次期勘定系構築 

三菱東京UFJシステム統合 

時期：2006年～2008年 
概要：東京三菱銀行とUFJ銀行の勘定系システム統合（Day2) 
工数：11万人月　2500億円　 （220） 
 

時期：2012年～2017年 
概要：勘定系システムの刷新 
工数：20万人月　3000億円強　（150） 
 

2008年当時以上のエンジニア不足は必至 



8 8 

大型案件の進行 

日本郵政システム刷新 

時期：2014年～2017年 
概要：ゆうちょ銀行、かんぽ生命保険、日本郵便における 
         基幹システムや通信ネットワークを刷新する 
工数：ピーク時1万人月　4900億円 
 

先日上場も果たし、プロジェクトは 
本格化する見込み 
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エンジニア需給バランス予測 

・大型案件の終了 
・クラウド化の進行による開発対象の減少 
・単価の向上、顧客の見なおし、サービスの多様化の必要性 

2014    2015   2016   2017   2018   2019   2020   2021  2022 

開発需要 

淘汰の流れに突入！ 
 

いまここ 

エンジニア需給バランスの逆転 
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クラウドの進行 

地方自治体案件売上の減少 
売上比率が高い企業は対策が必要 

スクラッチ開発対象の減少は確実 
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特定派遣の廃止 

＜一般派遣事業における許認可取得の要件＞ 
 
①    貸借対照表での純資産が2000万円×事業所数以上あること 
②    現金・預金の額が1500万円×事業所数以上あること 
③    雇用管理経験を3年以上もつ派遣元責任者の配置 
④    20平米以上の広さがある事務所（暗黙値ルール） 

IT職種での一般派遣は4万人、特定派遣は6万人従事 
 
（ITに関する派遣会社6500社、50名以上750社） 

一般派遣の許認可取得が困難な企業が一定数存在 
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特定派遣の廃止 

発注側企業 システム開発会社 

常駐開発は派遣契約のみ 

一般派遣が取得できなければ、
契約不可になる可能性有り！ 

発注側企業の対応 
 
①一般派遣の許認可取得が困難な会社の調査と把握 
②契約終了対象エンジニアの把握し、影響度を確認 
③終了影響度が高い場合は、対応策を実施 
　（準委任契約に切り替え、資本参加およびM&A検討、引き抜き） 
④契約不可企業が多い場合は新たな調達先の確保が必要 

深刻な事態を引き起こす 
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特定派遣廃止による影響度調査・対応プロセス 

一般派遣取得が 
困難な会社の把握 外注先との交渉 契約終了対象者数 

から影響度の確認 
重要契約終了対象者の 
リテンション策検討 

①現状の把握 

影響度調査・対応と同時に、外部人材および社員の人材の最適配置を検討も実施 
することによって、守備固めとビジネスの拡大が実現可能です。 

②影響調査 ③外注戦略の検討 ④実行と検証 

新規外注先の開拓 

外注先の再開拓 

契約終了対象者役割 
から影響度の確認 

アンケート作成と実施 

スキル体系定義 

スキル体系へのプロット 

ヒアリングの実施 

内外製分析の実施 

新規外注先リストの抽出 

新規外注先への接触 

契約切替交渉と実施 

資本政策の実行 

結果分析・レポート作成 

重要終了対象者の把握 

調査手順の設計 

M&A、資本参加検討 

経営判断 

ビジネスへの影響度検討 

パートナー制度設計 

契約終了対象 
エンジニアの把握 

外注選定基準の決定 
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　　1-20名　　　　20-50名　　　　　　　50名以上　　　 

スキル体系活用 

凡例： 
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スキル体系を活用し、発注分布の可視化と内製化の検討を行います。 
このことにより、社内外のリソース配分状況が明確になり、全体最適に向けての 
人事・外注戦略の再構築が可能になります。 

社員で対応 社員・外注で対応 外注のみで対応 

レベル 職種 プロジェクト 
マネジメント コンサルタント ITアーキテクト セールス IT 

スペシャリスト 
ITサービス 
マネジメント 

カスタマー 
サービス 

エデュケーショ
ン 

ハ
イ
レ
ベ
ル 

レベル7 
市場全体から見ても先進的な
サービスの開拓や市場化をリ
ードした経験と実績を有する
と認められる。 0 0 0 0 2 1 1 0 - - - - - - - - 

レベル6 
社内だけではなく市場におい
ても、テクノロジやメソドロ
ジ、ビジネスを創造し、リー
ドするレベル。 
 
＜責任者＞ 

10 0 18 0 29 0 6 2 3 1 7 3 6 2 3 1 

レベル5 
社内において、テクノロジや
メソドロジ、ビジネスを創造
し、リードするレベル。 
 
＜責任者＞ 

25 15 25 4 51 2 18 8 4 1 15 11 18 5 4 2 

ミ
ド
ル
レ
ベ
ル 

レベル4 
自らの専門分野に関して、経
験の知識化とその応用（後進
育成）ができる。 
 
＜プロフェッショナル＞ 

31 7 18 0 35 5 - - 5 2 80 5 22 6 5 3 

レベル3 独力で業務上の課題の発見と
解決をリードするレベル。 
＜プロフェッショナル＞ - - - - - - - - 8 3 122 25 21 8 8 3 

エ
ン
ト
リ
レ
ベ
ル 

レベル2 
要求された作業について、そ
の一部を独力でできる。 
 
＜担当者＞ - - - - - - - - 10 2 104 22 34 12 10 7 

レベル1 
要求された作業について、指
導を受けて遂行することがで
きる。 
 
＜担当者＞ 

- - - - - - - - 15 5 120 40 25 9 - - 
合計 66 22 61 4 117 8 25 10 45 14 448 106 126 42 30 16 

外注比率 33.3% 6.6% 6.8% 40.0% 31.1% 23.7% 33.3% 53.3% 
契約終了対象者 10 0 5 0 3 30 15 5 

スキル体系活用による状況可視化 
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システム開発におけるプレイヤーの変化① 

技術力　高	

価格　高	価格　低	

技術力　低	

オフショアベンダー 
（中国中心） 

大手SIベンダー 

首都圏 
ソフトハウス 

新興ソリューション 
ベンダー 

首都圏では勢力図が大きく変化してきている 
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システム開発におけるプレイヤーの変化② 

提案力　高	

価格　高	価格　低	

提案力　低	

オフショアベンダー 
（中国中心） 

大手SIベンダー 

首都圏 
ソフトハウス 

新興ソリューション 
ベンダー 

首都圏では勢力図が大きく変化してきている 
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システム開発におけるプレイヤーの変化② 

チームラボ株式会社 “ウルトラテクノロジスト集団” 
従業員数　300名 
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システム開発におけるプレイヤーの変化② 

チームラボ株式会社 “ウルトラテクノロジスト集団” 
従業員数　300名 
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システム開発におけるプレイヤーの変化② 

面白法人カヤック 資本金 489百万円 
従業員数　200名 
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IT投資対象の大きな変化について 

 
業務系・基幹システム系 

領域 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
Webサービス系 

領域 
 
 
 
 
 
 
 
 

EC 

プラットフォーム構築 

業務効率化 

コスト・人件費削減 

クチコミ系システム 

 
事業系 
領域 
 
 
 
 
 
 
 
 

新規事業・サービス開発 

プラットフォーム構築 

既存事業ビジネスモデル変革 

ユーザー企業 インターネットサービス系企業 

販売管理費・原価 原価 

これまでの主領域 これからの主領域 

今回の対象範囲 

EC 情報共有 

会計区分：一般管理費 
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エンジニア価格単価の状況 

【市場状況サマリー】 
 
・圧倒的なエンジニア不足ではあるが、単価への反映は微増程度 
 
・円安によるオフショア開発メリットの低下（中国）、新興国へのシフト 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
・アーキテクト系職種、デベロッパ系職種の確保が困難 
 

業務系・基幹系システム開発の単価は微増傾向 

大きな技術的なイノベーションもなく、システム寿命に伴うリプレイス開発等が 
目立ち、投下コストが限定的になっている様子が伺える。 
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エンジニア価格単価の状況 

SI不人気傾向が鮮明化する傾向あり（新卒では顕著） 

（企業名はあくまでイメージです） 

インターネットサービス系企業の単価は上昇傾向 
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エンジニア価格単価の状況 

構造自体の違いに注目する必要あり。 

基幹・業務 
システム 

主に、生産性向上や人件費削減が目的 

“予算の限界・天井“が存在 
（ROIマイナスになる） 

優秀なエンジニアの確保と 
開発スピードが生命線 

 
次ページ詳細 

事業系・ 
Webサービス系 
システム 
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エンジニア価格単価の状況 

構造自体の違いに注目 

機能を追加し、利便性を向上させ
ユーザーを集めれば、 

ますます収益は増加する。 

優秀なエンジニアの確保が重要 
 

“予算の限界・天井”の考えが少ない 
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求められるエンジニア像の変化 

【サマリー】 
 
・ひとつの専門領域より、広い対応範囲を持つエンジニアが評価される 
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
・マーケティングの知識を持つ人材も市場価値高 
 
 
・マルチランゲージ対応力を求める企業が多い（Java,PHPなど） 
 
 

最近のWeb開発では複数の役割への対応が重要 

エンジニアの“多能工化”が進行、要求事項の高まり 
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求められるエンジニア像の変化 

アーキテクト＋DB＋統計・解析 データサイエンティスト 

グロースハッカー 

DevOpsエンジニア 

フルスタックエンジニア インフラ＋アーキテクト＋WEB 

アーキテクト＋マーケティング 

アーキテクト＋システム運用 

●大量のデータを解析し、ビジネスに活用 

必要スキル 

必要スキル 

●ユーザー獲得担当エンジニア 

必要スキル 
●事業をスピーディーに展開させるためのオールラウンダー 

●事業は、システム納品して終わりではなく、リリースしてからの運用開発が重要 

必要スキル 

IT＋他領域の知識の組み合わせが高付加価値人材に 
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組織体の変化について 

事業部 
C 

事業部 
A 

事業部 
B 

情報 
システム部門 

 
 

事業拡大を実現させる組織体へのシフトが進行 

基幹システム提供 

●従来型組織構造 

事業部 
C 

事業部 
A 

事業部 
B 

情報 
システム部門 

 
 
 

基幹システム提供 

●事業部主体型組織構造 

IT担当 
を配置 

IT担当 
を配置 

IT担当 
を配置 

縮小 
または再編し、 
要員を再配置 
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　「知っておかないと困る 
　　　　　　ニアショア開発の最前線」 
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数値データ  ニアショアへの関心 

2014年4月 
2015年6月比較 
35.7倍へ 
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オフショア開発環境の悪化 

コストメリットの低下 

デモ・暴動等によるカントリーリスク 

品質と生産性の安定 

三大デメリットが表面化 
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オフショア開発環境の悪化　①為替要因 

オフショア開発発注先のコスト削減効果 
（出典：情報処理推進機構　IT人材白書2012） 

日本　円　-　中国　元　為替レート 

2011年1月　  1元＝12.5円 
2015年7月　1元＝19.9円 

オフショア（中国）への発注メリットの 
希薄化が進行。 

全体の85%の企業が30％以内のコスト削減に成功 

59% 
円安へ 
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オフショア開発発注先中国の賃金上昇 
（出典：みずほ総合研究所　みずほインサイトアジア）	

人件費の上昇は５年間で約２倍の水準にまで上昇 

オフショア開発環境の悪化　②人件費 



34 34 

オフショア開発環境の悪化　③新興国へのシフト 

大手SIベンダー様からの相談が急増 

部門：調達部門、経営企画部門 
 
内容：新興国への展開とニアショアの比較 

①対象国の調査と検討 
②テスト発注 
③不採算案件の発生 
④安定稼働 
⑤人件費高騰・・・ 

判断に悩む担当者続出。 

多大な労力やリスクから、 
ニアショア開発 

有効活用の機運高まる。 

ベトナム ミャンマー フィリピン 
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ニアショアベンダーの品質 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

首都圏 
システム会社 

派遣型売上比率：高 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

地方 
システム会社 

派遣型売上比率：低～中 
 

優秀なPMに依存しない 
“プロジェクトを失敗させない組織と仕組み作り“ 

が進んでいる企業が多い。 
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ニアショア関連情報　ガートナーハイプサイクル　 
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ポイント①　地方創生　安倍政権の政策 

アベノミクス政権
3本の矢

成長戦略が課題
～成長のための★労働政策～
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地方創生　安倍政権の政策 

地方自治体からの問い合わせが急増 

半年で、８都道府県の県・市からの相談あり。 
総務省からのインタビュー依頼。 
 
内容：観光以外に産業の創造が難しい現状で、 
　　　ニアショア活用の可能性 

 
経済対策、地方創生交付金に
4200億円　27日に閣議決定 
  
2014/12/23 23:46 
日本経済新聞 

首都圏に約８割の 
開発案件が集中。 

 
地方に分散することで 
大きな経済効果 



39 39 

新たな開発手段の提供へ 

発注企業 

システム開発会社 
または 
派遣会社 

従来の形態に加え、新たな開発手段が可能に 

①常駐（派遣契約） 

技術者を
派遣 

②常駐（準委任契約） 

発注企業 

システム開発会社 

常駐にて 
業務遂行 

システム開発会社 

場合によっては 
協力会社から手配 
＝中間マージン発生 

発注企業 

システム開発会社 
 

③テレワーク型開発 
　（準委任契約） 

リモートで 
開発 

発注企業 

システム開発会社 

④請負契約 

仕様をまとめ 
依頼 
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発注企業 

認定ニアショアベンダー企業 

アソシエーション会員企業 

地方開発チーム 

作業指示 
・仕様書ベース 
・デイリー 
・ツール 

 
 

契約管理（延長確認など） 
 
 

 
勤怠（作業時間）管理 

 

プロジェクト管理 

2名ー10名程度を 
中心として想定 
 

ニアショア機構 
管理プラットフォーム 

※必要に応じご提供 

WEBカメラ 
接続中 

常駐開発と遜色のないコミュニケーション環境と手段を用意、 
優秀な地方開発チームをベストプライスで活用いただけます。 

まるで隣にいるような感覚で作業が実現可能です！ 

新たな開発形態：ニアショアエンジニアリングサービスとは 
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新たな開発形態：ニアショアエンジニアリングサービス　常駐型との比較 

常駐開発と遜色のないコミュニケーション環境を用意、 
優秀な地方開発チームをベストプライスで活用いただけます！ 

項目 顧客内常駐開発 
（首都圏） 

ニアショア 
エンジニアリングサービス 

コミュニケーションレベル ◎ ◎ 
同等の環境と手段を準備 

エンジニアの募集・確保 × 
圧倒的不足 

◎ 
機構会員ネットワーク 

コスト × 
需要高により大幅上昇傾向 

◎ 
首都圏単価の80-90% 

オフィス費（席費） × 
都内坪単価3万 

◎ 
地方価格：都内1/3以下 

セキュリティ ◎ 
 

◎ 
自在にレベル設定可能 
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　協賛依頼 
 
 
 
 
 
 
 
 

エリア別ニアショアWeb開発センター構想 

発注側企業 
 

ニアショアA社 ニアショアB社 長野ニアショア連合 愛媛ニアショア協議会 

登録 

欲しいプロファイルの人材を育成 

テレワーク型Web開発センター	
プラットフォーム（仮称） 

Webサービス系 
エンジニア 

育成プログラム提供 
スキルギャップのない 
マッチングの実現 

リモート開発環境の 
整備・提供 

開発言語 
開発プロセス 
OSS活用 

ソースコードテスト 
ITSS導入 
評価の蓄積 

ガイドライン配布 
インフラ 
セキュリティ 

こちらを活用すれば、 
優良企業と直接契約が 
可能に。 
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発注企業向けサービスポートフォリオ 

リモート常駐開発 

受託・請負型開発 

分離分割型開発（CM方式） 

ベンダー選定支援サービス 
 

特定派遣廃止対応支援 
サービス 

 
外注戦略策定支援サービス 

 
偽装請負対応支援サービス 

運用保守コスト最適化 
サービス 

 
クラウドサービス運用

BPO 

短期高速アジャイル開発サービス 
 

売上拡大ECサイト構築サービス 
 

GPS連動型システム開発サービス 
 

SNS型システム開発サービス 
 

コンシューマー
向け開発 

ソリューション 

コンサルティング テスト 
ソリューション 

モバイル開発 
ソリューション 

運用コスト削減 
ソリューション 

業務系基幹系 
開発 

ソリューション 

Android→HTML5移行開発 
 
iPhoneアプリ開発 
 
Androidアプリ開発 
 
 

様々な形態に対応 

Java8環境開発 
 
コスト最適化開発 
 
領域別開発 
 
 

テストBPOサービス 
 
 

顧客要望 

開発 
バックボーン 

認定ニアショアベンダー企業 ニアショアアソシエーション会員 

全国広範囲のネットワーク 
会員企業は、50社8000名のエンジニア数 



44 44 

案件事例　① 

----------------------------------------------------------------------------------	
（顧客について）	
◯依頼元：東証一部上場（資源系）ITグループ企業	
○顧客担当者の特性：ITグループ企業開発部門長	
◯状況：内部リソースの不足、既存システムのリプレース	
◯優先順位の考え：価格優先・確実性優先・スピード優先・品質優先	
◯開始時期：できるだけ早いタイミングでの着手が理想	
----------------------------------------------------------------------------------	
◯案件概要：	
東証一部上場（資源系）企業の基幹系システムのリプレース案件になります。	
現在、国内４拠点の工場で使用されておりますが、導入から一定年数が経過したので、刷
新を予定しています。	
安定稼働しているシステムで、特段業務プロセスの見直しや変更は微小の予定です。	
 	
今回はプロジェクトマネジャー補佐として、数ヶ月間都内の顧客先に常駐して、要件の確定、
基本設計作業を実施し、詳細設計以降は受託持ち帰りでの作業を想定されています。シス
テム規模は80人月—100人月程度。	
 	
◯使用技術	
現行システム：Java WDCフレームワーク、Oracle	
新システム：Java、フレームワーク未定、Oracleを予定	
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案件事例　② 

-------------------------------------------------------------------------------	
（顧客について）	
◯依頼元：東証二部上場サービス系企業	
○顧客担当者の特性：部長	
◯状況：事業拡大におけるシステム開発の実施	
◯優先順位の考え：価格優先・確実性優先・スピード優先・生産性優先	
◯開始時期：早期開始を希望	
------------------------------------------------------------------------------ 
◯案件概要：※急募で失礼します	
 	
新たな事業に関連してBTM（出張管理システム）開発を予定されています。	
プロジェクト構想から着手に時間が掛かっている関係もあり、事業部門と連携しながらRFP作成のご支
援をいただけるチーム（２名）を募集しています。	
 	
その後、システム開発を一括受託で発注予定ですが、その際本件に参画いただいた企業も提案可能で

す。受託システム開発案件規模は60-80人月程度を想定しています。過去にも類似案件で受託事例が
ございます。	
 	
◯作業内容	
・RFP作成支援	
・ビジネスデベロップメント支援	
事業部門と事業計画を一緒に検討し、事業構想を実現するシステム化企画を	
行い、要求仕様を指示のもと作成する	
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ニアショア開発が注目を集める３つの理由 

高いプロジェクト遂行力 
地方のシステム開発会社は、首都圏の会社と比較して、派遣型ではなく請負開発の
比率が高いのが特徴のひとつです。 
そのため、組織として開発プロジェクトをモニタリングする仕組みを持っていると
ころも多く、安定したプロジェクト遂行が可能となります。 

割安感のあるコストパフォーマンス 
高いプロジェクト遂行力にもかかわらず、コストは首都圏の７０％～９０％が実現
可能です。 
オフショアに発注した多くの会社のコスト削減効果が２０％以内という事実を考え
ると、言葉の壁もないので、とても魅力がある発注手段と言えます。 

優秀なエンジニアリソースの確保、2015年問題への対応 
2015年問題とは、みずほ銀行のシステム刷新、社会保障番号制度（マイナンバー制
度）のシステム等の大規模システムが、2015年に集中してエンジニアが圧倒的に 
不足するとされている問題です。 
特に首都圏の影響は深刻です。大手メーカーやＳＩベンダーの多くは上記のシステ
ム対応に追われるため、一般事業会社はシステム投資をしたくても受託先が見つか
らない可能性さえ出てきます。 
対応策のひとつとして、首都圏よりエンジニアの需給がひっぱくしていないニアシ
ョア開発の活用があげられます。 

１ 

２ 

３ 


